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滑川市スポーツ・健康の森公園指定管理仕様書 

 

滑川市スポーツ・健康の森公園の指定管理者が行う業務の内容、その範囲及び履行

方法については、この仕様書に定めるものとする。 

 

１ 基本的事項 

(1) 施設の管理運営に関する基本的な考え方 

指定管理者は、滑川市スポーツ・健康の森公園を管理するにあたり、次に掲げ

る項目に沿って管理を行うこと。 

①　滑川市スポーツ・健康の森公園は、市民一人一人が、少子高齢社会に対応し

た生涯の各時期に応じて楽しめる場として、また、スポーツ・レクリエーショ

ンの振興を図り、市民の医療費や介護保険料の節減を目指す理念に基づき、管

理運営を行うこと。 

②　地域住民や利用者の意見・要望を管理運営に反映し、サービスの向上を図る 

こと。 

③　個人情報の保護を徹底すること。 

④　効率的かつ効果的な管理を行うこと。 

⑤　公平な運営を行うこととし、特定の個人や団体等に有利あるいは不利となる

運営をしないこと。 

 

(2) 施設の概要  

①　名　称　　滑川市スポーツ・健康の森公園 

②　所在地　　滑川市柳原 41 番地１ 

③　規　模 

 

 施 設 等 面積等 施 設 の 概 要 等

 陸上競技場 1.7 ha 全天候型 400m ﾄﾗｯｸ、天然芝ｲﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ

 管理棟 150 ㎡ 事務室、屋上観覧席

 備蓄庫 250 ㎡ 防災用機材一式置場、陸上競技用備品一式置場

 多目的芝生広場 1.0 ha 天然芝生広場、児童用ｻｯｶｰｺｰﾄ２面可

 子ども元気広場 900 ㎡ 複合遊具、ターザンロープ、ほか

 長寿いきいき広場 500 ㎡ 高齢者用うんどう遊具

 多目的グラウンド 7,100 ㎡ クレイ舗装、ハンマーサークル

 屋内運動場 1,308.96 ㎡ クレイ舗装、防球ネット、ピッチングマシン等

 ビオトープ 2,000 ㎡ じゃぶじゃぶ池、観察池、親水施設

 休憩所 165 ㎡ 事務室、休憩室
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(3) 開園時間等 

①　開園時間（屋内運動場） 

ア　日曜日及び休日　　　　　午前９時から午後５時まで 

イ　上記に掲げる日以外の日　午前９時から午後９時まで 

ただし、指定管理者の申請により市が必要と認めるときは、これを変更す

ることができる。また、災害時の避難先となった場合は、上記に拠らず開園

するものとする。 

②　休園日 

公園機能としての休園日はないものとする。 

　　ただし、施設点検日や管理日等で施設が利用できない日があるものとする。 

また、受付事務などの管理業務の休日として年末年始（12 月 29 日から翌年１

月３日）などの日を設定可能である。 

(4）組織及び人員配置 

①　管理運営業務を実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに、労

働基準法を遵守し、管理運営を効率的に行うための適正な人数の職員を配置す

ること。 

②　管理運営業務を実施するために必要な防火管理者等の資格保持者を配置す

ること。 

③　責任者を常勤で１名配置し、職員の勤務形態は施設の管理運営に支障がない

よう定めること。 

④　受付業務には常時１名以上配置すること。 

⑤　職員に対して施設の運営に必要な研修を実施すること。 

⑥　職員の体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮するとともに、利用

者の要望に応えられるものとすること。 

⑦　施設の一部を必要な範囲で管理事務所として無償で使用できる。 

 

２ 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 施設の利用に関する業務 

①　施設の利用登録に関する業務 

 トイレ ４棟 多目的広場横１棟、管理棟横１棟、第１駐車場

横１棟、屋内運動場横１棟

 東屋 ４棟 防災用東屋１棟、他３棟

 駐車場 3.0 ha 第１駐車場、長寿広場横、ｻﾝ･ｱﾋﾞ山側

 ランニングコース 総延長 1.5km 芝生広場周り（ショートコース）、陸上ﾄﾗｯｸ周り

（ミドルコース）、駐車場周り
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②　施設の利用申込みの受付及び承認等（承認、取消、減免） 

③　使用料の徴収 

④　附帯設備の管理、操作説明等の業務 

(2) 施設の受付・案内業務 

①　施設利用の受付案内業務 

②　郵便等の受付 

③　その他受付等に関連する業務 

(3) 施設等の維持管理及び修繕 

①　日常清掃（施設内及び駐車場等における日常的に必要な清掃業務） 

②　定期清掃（ガラス清掃、除草など定期的に必要な清掃業務） 

③　設備の保守点検業務 

④　施設内の機器類の保守点検 

⑤　施設内の樹木や緑地等の一括管理業務 

⑥　備品の管理 

⑦　施設の小破修繕 

(4) 施設内への自動販売機等の設置及び維持管理業務 

(5) 管理に関する経理業務 

①　維持管理経費（光熱水費等）及び通信運搬費（電話料）の支払い業務 

②　市からの指定管理委託料経費 

③　その他施設管理運営に必要となる経理業務 

(6) 総合的な管理に関する業務 

①　防火・防災に関する防災計画の作成、訓練の実施 

②　防犯対策の実施 

③　防火管理者の配置 

④　地域・住民との連携 

⑤　災害時における避難所としての管理 

(7) 利用者に対するサービス提供事業（以下「自主事業」という。）に関する業務 

指定管理者は、滑川市スポーツ・健康の森公園の設置理念を理解し、その目的

を遂行するため地域との連携・協働が円滑に図られる範囲内において、自主事業

をすることができるものとする。ただし、市民の利用を優先しなければならない。 

(8) 指定管理者が行うモニタリング 

指定管理者自らが、定期的に、利用者の満足度調査やアンケート調査等を実施

し、又は意見箱等を設置することにより、利用者からの苦情・要望等を把握し、

滑川市スポーツ・健康の森公園の管理に関する問題点等について改善を行うもの

とする。当該調査等の実施については、事前に市と協議することとする。 

(9) その他管理運営に関し必要な業務 
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①　情報公開に関すること 

②　必要な許認可等の取得に関すること 

③　監督官庁への届出に関すること 

④　管理運営に必要な車両の借上及び保険に関すること 

⑤　滑川市スポーツ・健康の森公園施設の使用料金の市一般会計への収納事務 

⑥　視察等の対応 

⑦　各種統計等資料の作成、調査、管理業務の実施状況の回答 

⑧　その他滑川市スポーツ・健康の森公園施設の管理に必要と認められる業務 

 

３．指定期間  

令和９年４月１日から令和 12 年３月 31 日までとする。 

 

４．法令等の遵守 

施設の管理にあたっては、本仕様書のほか次の各項に掲げる法令、またその他管 

理運営に適用される法令等に基づくものとする。 

(1) 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

(2) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号） 

(3) 滑川市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例(平成 16 年条例第１号) 

(4) 滑川市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する規則(平成 16 年規則第６号) 

(5) 滑川市都市公園条例(昭和 63 年条例第３号) 

(6) 滑川市都市公園条例施行規則(昭和 63 年規則第３号) 

(7) 滑川市屋内運動場の設置及び管理に関する条例（平成 29 年９月滑川市議会定例会

にて議決予定） 
(8) 滑川市屋内運動場の設置及び管理に関する条例施行規則（平成 29 年９月滑川市

教育委員会定例会にて議決予定） 
(9) 行政財産の使用料に関する条例(昭和 39 年条例第 30 号) 

(10) 個人情報の保護に関する法律(平成 15 年法律第 57 号) 

 

５．個人情報の保護 

指定管理者は、この協定による業務を処理するための個人情報を取り扱うに当た

っては、個人情報の保護に関する法律のほか、秘密保持に関するすべての法令等を

遵守しなければならない。 

 

６．管理経費等について 

滑川市スポーツ・健康の森公園の管理経費は、委託料及びその他収入による。 

　(1) 収入について 
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①　使用料金収入 

滑川市都市公園条例別表及び滑川市屋内運動場の設置及び管理に関する条

例別表に定める金額（使用料金）は、市に納めるものとする。 

②　委託料  

市は、必要と認める管理経費に相当する金額を委託料として支払うものとす

る。ただし、当該年度の予算額を限度とする。 

③ その他の収入 

ア　自動販売機の販売収入等、施設の管理に起因する収入は、指定管理者の収

入とする。 

イ　市又は市教育委員会が直接使用した場合の使用料は、直接管理者に支払う

ものとする。 

ウ　市又は市教育委員会の共催事業、また政策的理由から使用料金を減免とし

た分については、指定管理者より請求があり、市長が必要と認めた場合は減

免対象相当分を支払うものとする。 

エ　自動販売機、飲食物及び物品等の販売収入に起因する収入は指定管理者の

収入とし、設置に関する占用料については市の収入とし、市に納めるものと

する。 

(2) 支出について 

①　管理経費 

施設の管理に係る全ての費用は、委託料及びその他の収入をもって充てるも

のとする。 

②　その他の経費 

ア 　１件あたり 20 万円未満の施設及び備品の修繕は、指定管理者の負担とす

る。 

ただし、１件あたり 10 万円以上の修繕費が見込まれる場合は、市及び指

定管理者との間で協議のうえ決定する。 

イ　施設の設置目的の効果を増す工事費等は、原則として、全額、市の負担と

する。 ただし、発注方法等については、市と指定管理者の間で協議のうえ

決定する。 

ウ　指定管理者が自主事業を行った場合の支出については、指定管理者が支出

するものとする。 

エ　施設の目的外使用は、行政財産の使用料に関する条例に基づき使用料を徴

収する。 

(3) 委託料について 

委託料は、会計年度( 4/1～翌年 3/31 まで)を基準とし、分割（四半期毎を予

定）して支払うものとする。なお、支払い時期や方法は協定にて定める。 
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７．指定期間終了にあたっての引継業務 

指定期間終了時には、次期指定管理者が円滑かつ支障なく施設の業務を遂行でき

るよう引継ぎを行うこと。 

 

８．物品等の帰属等  

(1) 現に使用中の市所有の備品等については、無償で貸与する。 

(2) 指定管理者は、市の所有に属する物品については、滑川市会計事務規則（昭和

46 年滑川市規則第 16 号）及び関係例規の管理の原則及び分類に基づいて管理す

るものとする｡また、指定管理者は同規則に定められた備品台帳等を備えて、そ

の保管にかかる物品を整理し、購入及び廃棄等の異動について定期的に市に報告

するものとする。 

(3) 指定管理者が指定期間中に管理経費により購入した物品については、市の所有

に属するものとする。 

 

９．留意事項  

(1) 業務を実施するにあたっての留意事項 

①　滑川市内にある他の市民利用施設との連携を図った運営を行うこと。 

②　指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定・要綱等を作成する場合は、市

と協議を行うこと。 

③　各種規定がない場合は、市の諸規定に準じて、あるいはその精神に基づき業

務を実施すること。 

④　その他、仕様書に記載のない事項については市と協議を行うこと。 

(2) 業務報告及び事業報告の提出 

①　下記の内容について、会計年度終了後１か月以内に、事業報告書を提出する

こと。ただし、ウ・エ・オの事業報告書を毎月終了後、翌月の 10 日までに、

カについては、四半期毎に事業報告書を提出すること。 

ア　管理運営の体制 

イ　管理業務の実施状況 

ウ　利用者数（減免者数含む）の実績 

エ　使用拒否の件数と理由 

オ　使用料金の収入の状況 

カ　管理に係る経費の収支状況 

②　必要に応じ、上記アからカ以外について報告を求めることがある。 

(3) 事故・故障等異常時の措置 

施設内において、事故又は故障が発生したときは、市に報告し、指示を受け必
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要な措置を講ずるものとする。 

ただし、緊急を要する場合、又は軽微な事故・故障の場合は、指定管理者にお

いて必要な措置を講ずるものとする。 

(4) 立入検査について 

教育委員会は必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地検査を行うことが

できるものとする。 

(5) その他  

①　緊急時対策、防犯・防災対策について、マニュアルを作成し、職員に指導を

行うこと。 

②　個人情報保護の体制をとり、徹底を図ること。 

③　地域住民・利用者の意見等を施設の運営に取り入れるよう努めること。 

④　アンケート調査や意見箱の設置など、利用者のニーズの把握に努め、要望・

不平等の把握とその対応策について、必要に応じて集計し報告すること。 

　　⑤　災害対応にかかる市への協力 

指定管理者として管理・運営する施設を利用して実施する災害対応その他必 

要な措置について、市から協力の要請があった場合には、可能な限り協力する 

ものとする。 

また、市の要請がない場合においても、災害時等の状況に応じて、緊急の必 

要があると認める場合は、市民等の安全確保のため自らの判断により、適切な 

災害対応その他必要な措置に努めるものとする。 

これらの措置に伴う損害及び増加費用は、合理的に認められる範囲で市が負 

担することを原則として、協議により決定するものとする。 

 

10．指定管理者の評価の実施について 

評価の公平性、透明性を高め、また、専門的見地からの評価を加えるため、滑川

市指定管理者選考委員会において指定期間を通じて事後評価を実施し、サービスの

質の維持向上やコスト削減にどれだけの効果があったか、適切なサービス水準が達

成されたか、どのような問題があったかなど、「市民にサービスを提供する」とい

う観点から検証を行ない、以後の指定管理者の選考及び管理業務の向上に反映する

ものとする。 

 

11．協　議 

この仕様書に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、指定管理者と教育委員会

が協議して定めるものとする。


